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令和８年度 直轄河川等災害復旧事業計画を通知（国交省） 

九州整備局、福岡・佐賀・熊本・大分の４県に関連分提示 

国交省九州地方整備局はこのほど、令和８年度の「直轄河川等災害復旧事業」に関する

事業計画をまとめ、福岡、佐賀、熊本、大分の各県知事宛てに通知した。今回通知された

のは、同整備局が実施する直轄河川等の災害復旧事業のうち、各県に関連する事業計画お

よびそれに伴う地方負担を求める分となる。 

九州地方整備局では、近年の度重なる豪雨や台風などの水害による被災箇所について、

本格的な復旧と安全性向上のための事業を順次進めており、今回の計画通知に基づき、各

自治体との連携を図りながら災害復旧事業を加速させる方針。 

県別の事業計画では、「福岡県」が筑後川水系（筑後川、巨瀬川、佐田川、庄手川）の塵

芥・流木処理として事業費１．６億円（地方負担額４９１８万４千円）、矢部川水系（矢部

川）の塵芥・流木処理の事業費１．３億円（同４２８１万５千円）。「佐賀県」は六角川水

系（六角川、牛津川、武雄川）の塵芥・流木処理として事業費４．１億円（同１億３７０

７万８千円）。「熊本県」は、菊池川水系（菊池川、岩野川、上内田川）の塵芥・流木処理

として事業費２．２億円（同７２８５万５千円）、筑後川水系（筑後川）の下城地区護岸Ｌ

＝１８８ｍの事業費４．２億円（同６９２７万９千円）。「大分県」は山国川水系（山国川）

の戸原地区護岸 Ｌ＝２１ｍとして事業費０．８億円（同２５７１万７千円）、筑後川水系

（筑後川、巨瀬川、佐田川、庄手川）の塵芥・流木処理（他県分含む）の事業費１．６億

円（同５０４万３千円）となっている。 

 

令和８年度直轄河川等災害復旧事業における事業計画について 

（福岡県・佐賀県・熊本県・大分県） 
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